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【議員】今年度の市政運営方針で市内主要施設の観光客数を平成３０年度までに１５０万人にするとのこと
で今年度、観光振興戦略プランを策定するとともにモニターツアーを実施するとの事だが、そのスケジュー

ルについて？

【理事者】６月下旬から観光・来訪客の状況及び市場調査等を行い、７月上旬から８月中旬の間にモニター
ツアープランを策定、９月から１２月の間にツアーの実施を予定、来年２月までにプラン策定を完了させ

たい。

【議員】プランの策定の視点については？

【理事者】２つの視点を重視します。その中で他の地域と差別化した『和泉の観光スタイル』を組み込みた
い。また関西地域におけるインバウンドを意識したプランも検討したい。

【議員】他にはないものとして、自衛隊信太山駐屯地との連携で自衛隊体験など加えることはどうか？

【理事者】自衛隊演習場は府内では本市しかなく特徴的なものと言える。ただ観光という視点では困難であ
るとのこと。

【議員】自衛隊の趣旨に沿った形で何らかの取組みを検討願いたい。また観光客誘客に向けて久保惣記念美
術館の魅力をクローズアップして発信していくことを要望する。

【議員】外国人観光客誘客について現時点での考えは？

【理事者】主要観光施設での多言語表記及び戦略的な情報発信など検討したい。

【議員】観光振興に向けてホテル誘致が重要と思うが？

【理事者】市として優遇制度など検討し、各団体と誘致連絡協議会を設立、積極
的に誘致活動を展開していく。

【議員】国内旅行客の拡大とともに国の施策に乗り、外国人観光客の誘致に力を注いでいただきたい。その
ためにもホテルの無い本市にとっては、ホテルの市内誘致は重要な課題でありその実現にむけ努力を強く

要望する。

,公明党が、２０１４年度の国の補正予算の中で、地方の景

気対策として、地方創生先行型交付金として消費喚起の効果

があるプレミアム付き商品券の発行を推進。これを利用して

本市も、商品券の発行を決め、まず７月４日に子育て世帯向

けに、4,000円で6,000円の商品券を発行販売、続いて高齢

者・障がい者には、優先的に購入できる案内はがきを送付、

あと一般向けと併せて総計７億２６００万円分を販売しまし

た。ご好評で１３日には完売しました。購入された方は、ぜ

ひ有効にご使用いただきたいと存じます。万一、購入使用期

限である１０月１２日までにご使用しなければ、残った商品

券は換金できませんのでご注意ください。

７月１６日から１７日にかけて四国から中国地方を縦断

した台風１１号の影響で各地で被害が出ました。被害にあ

われた皆様い心からお見舞い申し上げます。

和泉市においても長時間にわたり大雨・洪水警報が発令さ

れました。また７月１７日２１時２５分に土砂災害警戒情

報が、発表されました。これに伴い避難所を開設しました。

その後、２３時２５分には、横山、南横山、南松尾校区に

対して、避難勧告を発令しました。７月１８日午前５時１

０分に土砂災害警戒情報は解除され、和泉市では、７時３

０分には避難勧告を解除し、すべての避難所を閉鎖しまし

た。勧告発令後避難所開設から、閉鎖までの間に横山小学

校と南部リージョンセンターの２か所の避難所に２名の方

が避難されました。現在のところ市内で大きな被害は出て

いないとの報告を受けております。被害が最小限になった

ことは、大変良かったと思います。今後台風シーズンになっ

てまいりますので、避難勧告があった場合は、早めの避難

行動が望まれます。



国民守る平和安全法制 法制整備の必要性や今後の取り組みなどについて北側一雄副代表に聞きました。
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Q. 法整備なぜ必要？ 厳しさ増す安全保障環境。 日米同盟強化で抑止力高める

日本の安全保障環境が大きく変化し、厳しさを増しているのは誰の目にも明らかです。とりわけ科学

技術の進展に伴い軍事技術が著しく高度化しています。例えば北朝鮮の弾道ミサイルの関連技術は、

ここ10年で飛躍的に向上しています。現在では、日本全域を射程に収める「ノドン」ミサイル数百

発を配備しているほか、射程1万キロメートルに及ぶミサイルの発射実験にも成功し、精度も高くなっ

ています。核実験も3回実施しており、核弾頭を積んだ弾道ミサイルの出現も現実味を帯びつつあり

ます。一方、中国の軍備増強と海洋進出は著しいものがあります。また、国際テロも拡散しています。

こうした状況を踏まえると、日米防衛協力体制の実効性をより一層向上させ、切れ目のない防衛体制

を構築しておく必要があります。それにより抑止力が高まり、紛争を未然に防止することができます。

―国際社会への平和貢献を進める理由は。

経済のグローバル化に伴い、いまや国際社会の平和と安全は日本の繁栄に直結します。多くの日本人が海外で活躍して

おり、国際社会の平和と安全に貢献していくことはとても大事なことです。

これまで、日本は国際平和協力の場面では20年余りにわたって自衛隊がその役割を担ってきました。この経験と実績を

踏まえた法制をあらためて整備します。国民を守る切れ目のない法制を築き、平和貢献にも努力する。それとともに平

和外交を尽くしていくことが大切だと思っています。

Q. 審議は十分か？ 質疑は116時間超える。主な論点出尽くし、機熟す

―「熟議なき多数決」との報道があります。

安保法制の議論は昨年5月に始まり、同年7月の閣議決定、その後の法案作成に至るまで与党で25回の協議を重ねました。

一つの法制で、これほど詰めた議論をしたこと自体が異例です。毎回、内容も詳しく公表しました。

衆院に法案が提出されてからは2カ月近く質疑を重ね、審議時間は116時間を超えました。重複した質問が繰り返される

など主な論点は出尽くし、採決に熟した状況に至ったと考えます。手続きに瑕疵（誤り）はなく「熟議なき」との批判

は的外れです。

―国民の理解が不十分との声もあります。

安全保障政策は日常性に乏しいテーマかもしれませんが、国と国民をどう守るかという国政上の極めて重要な課題です。

衆院では「なぜ法整備が必要なのか」という議論が少ない印象があり、「国民を守る」という観点からの論議が必要です。

これから参院での審議が始まります。政府には分かりやすい説明に努めてもらいたいし、私たちもあらゆる機会を通じて

国民の理解を得られるよう説明責任を果たします。

議論を深めるという点では、維新の党が法案全体に対する独自案を提出したことは評価されます。安保環境が変化する中、

日米防衛協力体制の強化が必要という問題意識は、われわれと一致しています。

一方、民主党には、政府案を単に批判するだけでなく、責任ある政党として「日本の安保法制はこうあるべき」との対案

を具体的な法案として示してもらいたい。

Q. 憲法違反なのか？ 新3要件が厳格な歯止め。他国防衛は認めていない

―「憲法違反」との指摘に対しては。

そもそも憲法には「自衛の措置」（武力行使）に関する記述はありません。憲法9条の下で武力行使がどこまで許される

かの基準は政府と国会の議論で形成されてきました。憲法制定当時、政府は自衛権を否定するような答弁もしていました。

しかし国際情勢が変化する中、昭和29年（1954年）に自衛隊が創設され、同35年（60年）に日米安保条約が改定され、

政府の憲法解釈も確立されてきました。ところが、今も憲法学者の多くは自衛隊の存在が違憲と言っています。政治家は

現実に国民の命を守る責務があります。これまで政府は、戦争放棄・戦力不保持を定めた憲法9条と、前文の平和的生存

権、13条の幸福追求権に照らし、「国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底からくつがえされるという急迫、不正

の事態」に限り、自衛の措置を認めてきました。この政府見解の根幹部分と論理的な整合性を保ちつつ、安保環境が厳し

さを増す中で、自衛の措置の限界を突き詰めた結果として定めたのが新3要件です。他国防衛を目的とする集団的自衛権

は認めておらず、憲法に適合していると考えますし、内閣法制局もそのように答弁しています。

―政府の恣意的な運用を危惧する声もあります。

新3要件は法案に明記されており、全てに合致しなければ自衛の措置は発動できません。その際、国会承認の対象となる

対処基本方針には第1要件に当たる具体的な事実だけでなく、第2要件の「国の存立を全うし、国民を守るために他に適

当な手段がない」理由の明記が義務付けられました。

さらに、実力組織である自衛隊の海外派遣に当たり公明党は、（1）国際法上の正当性の確保（2）国会の関与など民主

的統制（3）自衛隊員の安全確保―の3原則を掲げて法案に盛り込むなど、恣意的な運用を防ぐ何重もの厳格な歯止めを

掛けました。
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